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(57)【要約】
【課題】電極構造が簡単でありながら広視野角と高輝度とが両立され、特に液晶配向性と
電気特性に優れる液晶表示素子の製造方法を提供すること。
【解決手段】上記方法は、基板の２枚、ただしこれら基板のうちの少なくとも１枚はその
片面に透明電極が形成されてなるものである、からなる基板対を、光重合可能な反応性メ
ソゲンと液晶とを含有する液晶組成物の層を介して前記基板対が相対し、ただし片面に透
明電極が形成された基板は該透明電極が形成された面が前記液晶組成物の層の方向を向く
ように対向配置した構成の液晶セルを形成し、そして前記液晶セルに偏光放射線を照射す
る工程を経ることを特徴とする。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　基板の２枚、ただしこれら基板のうちの少なくとも１枚はその片面に透明電極が形成さ
れてなるものである、からなる基板対を、
光重合可能な反応性メソゲンと液晶とを含有する液晶組成物の層を介して前記基板対が相
対し、ただし片面に透明電極が形成された基板は該透明電極が形成された面が前記液晶組
成物の層の方向を向くように対向配置した構成の液晶セルを形成し、そして
前記液晶セルに偏光放射線を照射する工程を経ることを特徴とする、液晶表示素子の製造
方法。
【請求項２】
　前記片面に透明電極が形成されてなる基板のうちの少なくとも１枚が、該透明電極上に
さらに膜が形成されてなるものである、請求項１に記載の液晶表示素子の製造方法。
【請求項３】
　前記基板の双方が、片面に透明電極および膜がこの順で形成されてなるものである、請
求項２に記載の液晶表示素子の製造方法。
【請求項４】
　前記基板のうちの１枚が透明電極を有さないものであり、該透明電極を有さない基板が
その片面に膜が形成されてなるものである、請求項１に記載の液晶表示素子の製造方法。
【請求項５】
　前記膜が有機膜である、請求項２～４のいずれか一項に記載の液晶表示素子の製造方法
。
【請求項６】
　前記偏光放射線を照射する工程が、液晶セルに電圧を印加しない状態で行われるもので
ある、請求項１～５のいずれか一項に記載の液晶表示素子の製造方法。
【請求項７】
　前記液晶組成物に含有される液晶が、誘電異方性が負のネマチック液晶である、請求項
１～６のいずれか一項に記載の液晶表示素子の製造方法。
【請求項８】
　片面に透明電極および有機膜がこの順で形成された基板の２枚からなる基板対を、
誘電率異方性が負のネマチック液晶と光重合可能な反応性メソゲンとを含有する液晶組成
物の層を介して前記基板対の有する各有機膜が相対するように対向配置した構成の液晶セ
ルを形成し、
液晶セルに電圧を印加しない状態で前記液晶セルに偏光放射線を照射する工程を経ること
を特徴とする、液晶表示素子の製造方法。
【請求項９】
　前記光重合可能な反応性メソゲンが、下記式（Ｍ）
　　Ｐ１－Ａ１－（Ｚ－Ａ２）ｎ－Ｐ２　　　（Ｍ）
（式（Ｍ）中、Ｐ１およびＰ２は、それぞれ独立に、アクリロキシ基、メタクリロキシ基
、ビニル基もしくはビニロキシ基であるか、またはエポキシ構造を有する基であり、
Ａ１およびＡ２は、それぞれ独立に、１，４－フェニレン基またはナフタレン－２，６－
ジイル基であり、
Ｚは単結合、－ＣＯＯ－＊または－ＯＣＯ－＊（以上において「＊」を付した結合手がＡ
２と結合する）であり、
ｎは０～２の整数であり、ただしｎが２であるとき、複数存在するＡ２およびＺは、それ
ぞれ同一であっても相違していてもよい。）
で表される化合物である、請求項１～８のいずれか一項に記載の液晶表示素子の製造方法
。
【請求項１０】
　前記重合可能な反応性メソゲンが、下記式（Ｍ－１）～（Ｍ－３）
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【化１】

（式（Ｍ－１）～（Ｍ－３）中、Ｐ１およびＰ２は、それぞれ、上記式（Ｍ）におけるの
と同義である。）
のそれぞれで表される化合物よりなる群から選択される少なくとも１種である、請求項９
に記載の液晶表示素子の製造方法。
【請求項１１】
　請求項１～１０のいずれか一項に記載の液晶表示素子の製造方法によって製造されたこ
とを特徴とする、液晶表示素子。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は液晶表示素子の製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　現在、ＴＮ（Ｔｗｉｓｔｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）型、ＳＴＮ（Ｓｕｐｅｒ　Ｔｗｉｓｔ
ｅｄ　Ｎｅｍａｔｉｃ）型、ＶＡ（Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａｌｉｇｎｍｅｎｔ）型、ＩＰＳ
（Ｉｎ－Ｐｌａｎｅ　Ｓｗｉｔｃｈｉｎｇ）型、ＯＣＢ（Ｏｐｔｉｃａｌ　Ｃｏｍｐｅｎ
ｓａｔｅｄ　Ｂｅｎｄ：光学補償ベンド）型などの各種液晶表示素子が知られている。
　これらのうちＶＡ型液晶表示素子においては、基板上または透明電極上にスリット構造
、線状の突起物などの配向制御用構造物を設けることにより、電圧印加時の液晶配向方向
を画素内で相異なる方向に制御し、これにより広い視野角を実現するＭＶＡ（Ｍｕｌｔｉ
－ｄｏｍａｉｎ　Ｖｅｒｔｉｃａｌ　Ａｌｉｇｎｍｅｎｔ）方式の液晶表示素子が知られ
ている（特許文献１）。このＭＶＡ方式の液晶表示素子は、視野角特性に優れるとの長所
を有してはいるものの、配向制御用構造物の存在のために白輝度が低く、表示が暗いとい
う短所を有している。
【０００３】
　広い視野角でありながら高輝度であり、さらに高速応答が可能なＶＡ型液晶表示素子を
実現するべく、ポリマーを用いて液晶のプレチルト角および電圧印加時の傾斜方向を規定
する方法が提案されている（特許文献２および３）。これらの特許文献に記載された方法
は、複雑な形状に加工された電極を有する２枚の基板間に、光重合または熱重合が可能な
モノマーおよび液晶を含有する液晶組成物からなる層を挟持し、前記電極間に電圧を印加
して液晶を傾斜させた状態で該液晶組成物層に光または熱を印加してモノマーを重合して
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ポリマーとし、このポリマーによって液晶の配向方向およびプレチルト角を固定する技術
である。この技術は、明暗の応答速度が早くなっており、液晶の倒れ込み方向も電極の形
状によって多方向に制御されているため広い視野角も実現されており、さらに輝度の問題
も解消された優れた技術である。しかしながら、この技術によると、液晶の配向制御のた
めに、基板上に複雑な形状の電極を形成する必要があり、電極加工工程が複雑となって液
晶表示素子の製造コストが増加することとなるうえ、モノマーの重合に大露光量の光照射
または高温を必要とするため、液晶表示素子の製造過程で素子の電気特性が損なわれると
の問題がある。
　このような事情により、ＶＡ型液晶表示素子において、複雑な形状の電極を使用するこ
となく、特許文献２および３における有利な効果を発現しうる液晶表示素子が求められて
いる。すなわち、複雑な形状の電極を使用せずに、光照射によって配向方向が制御された
良好な液晶配向性が発現されて広い視野角と高い輝度とが両立しており、しかも前記光照
射によっても電気特性が損なわれない液晶表示素子が求められている。
【０００４】
　一方、ＴＮ型、ＳＴＮ型、ＩＰＳ型、ＯＣＢ型など、ＶＡ型以外の液晶表示素子におい
ては、液晶配向膜に液晶配向能を付与するためにラビングを施す方法が一般に採用されて
おり、液晶表示素子製造の工程数が多くなり、製造コスト上の問題がある。
　液晶表示素子の製造におけるラビング工程を省略すべく、光配向法が検討されてはいる
が、光配向法をＴＮ型などに適用しようとする検討例はさほど多くはなく、数例を数える
のみである（例えば特許文献４）。そして現在提案されている技術による光配向ＴＮ型液
晶表示素子は液晶の配向規制力が十分ではなく、未だ実用化されていない。
　このため、ＶＡ型以外の液晶表示素子においては、ラビングを行わない簡易な工程によ
って強い液晶配向規制力を発現する液晶表示素子を得ることのできる製造方法が求められ
ている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００５】
【特許文献１】特開平８－４３８２５号公報
【特許文献２】特開２００３－３０７７２０号公報
【特許文献３】特開２００２－２３１９９号公報
【特許文献４】特開平９－２９７３１３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００６】
　本発明は、上記の事情に鑑みてなされたものであり、その目的は、
ＶＡ型液晶表示素子においては、電極構造が簡単でありながら広視野角と高輝度とが両立
され、特に液晶配向性と電気特性に優れる液晶表示素子を製造するための方法を、
ＶＡ型以外の液晶表示素子においては、ラビングを行わない簡易な工程によって強い液晶
配向規制力を発現する液晶表示素子を製造するための方法を、
それぞれ提供することにある。
【課題を解決するための手段】
【０００７】
　本発明によると、本発明の上記目的および利点は、
基板の２枚、ただしこれら基板のうちの少なくとも１枚はその片面に透明電極が形成され
てなるものである、からなる基板対を、
光重合可能な反応性メソゲンと液晶とを含有する液晶組成物の層を介して前記基板対が相
対し、ただし片面に透明電極が形成された基板は該透明電極が形成された面が前記液晶組
成物の層の方向を向くように対向配置した構成の液晶セルを形成し、そして
前記液晶セルに偏光放射線を照射する工程を経る、液晶表示素子の製造方法によって達成
される。
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【発明の効果】
【０００８】
　本発明の方法によれば、電極構造が簡単でありながら広視野角と高輝度とが両立され、
特に液晶配向性と電気特性に優れるＶＡ型液晶表示素子、および
ラビングを行わない簡易な工程によって強い液晶配向規制力を発現するＴＮ型、ＳＴＮ型
、ＩＰＳ型、ＯＣＢ型などの液晶表示素子を製造することができる。
【発明を実施するための形態】
【０００９】
＜基板＞
　本発明の方法においては、基板の２枚、ただしこれら基板のうちの少なくとも１枚はそ
の片面に透明電極が形成されてなるものである、を一対として用いる。基板対を構成する
基板のうちの１枚のみがその片面に透明電極が形成されてなるものであり、もう１枚が透
明電極を有さないものであってもよく、
基板対を構成する基板の２枚ともがその片面に透明電極が形成されてなるものであっても
よい。
　上記基板を構成する材料としては、例えばフロートガラス、ソーダガラスの如きガラス
；ポリエチレンテレフタレート、ポリブチレンテレフタレート、ポリエーテルスルホン、
ポリカーボネート、環状オレフィンの開環重合体およびその水素添加物、環状オレフィン
の付加重合体、芳香族ポリエーテル、ポリイミドの如きプラスチックからなる透明基板な
どを用いることができる。この基板には、液晶の配向方向を規制するためのスリット状の
パターンなどを有することを要せず、製造コストの観点からかかる特定のパターンを有さ
ないものであることが好ましい。
【００１０】
　上記透明電極としては、例えばＩｎ２Ｏ３－ＳｎＯ２からなるＩＴＯ膜、ＳｎＯ２から
なるＮＥＳＡ（登録商標）膜などを用いることができる。基板対を構成する基板の２枚と
もがその片面に透明電極が形成されてなるものである場合には、これらの透明電極はパタ
ーンを有さないものであってもよく、あるいは必要に応じてパターニングされてもよい。
基板対を構成する基板のうちの１枚のみがその片面に透明電極が形成されてなるものであ
り、もう１枚が透明電極を有さないものである場合には、１枚の基板の片面上に、櫛歯状
の形状を有する電極の一対を互いに非接触に組み合わせて形成することが好ましい。透明
電極のパターニングには、例えばパターンなし透明電極を形成した後にフォト・エッチン
グ法、スパッタ法などによりパターンを形成する方法、透明電極を形成する際に所望のパ
ターンを有するマスクを用いる方法などによることができる。しかしながら本発明におい
ては、特許文献２および３に記載された如き複雑な形状のパターンは必要ではない。
　本発明で用いられる基板の有する透明電極上には、液晶の配向方向を規制するための突
起状などの構造物は必要とせず、輝度および製造コストの観点からかかる構造物を有さな
いものであることが好ましい。
【００１１】
　上記の如き基板対は、これをそのまま本発明の方法に供することができるが、本発明の
方法においては、基板対を構成する前記片面に透明電極が形成されてなる基板のうちの少
なくとも１枚は、該透明電極上にさらに膜が形成されてなるものであることが好ましい。
また、基板のうちの１枚が透明電極を有さないものである場合には、該透明電極を有さな
い基板がその片面に膜が形成されてなるものであることが好ましい。
　基板の双方が片面に透明電極が形成されてなるものである場合には、そのうちの１枚の
基板の透明電極上にのみ膜が形成されてなるものであってもよく、あるいは双方の基板の
透明電極上に膜が形成されてなるものであってもよい。基板の双方が、片面に透明電極お
よび膜がこの順で形成されてなるものであることが最も好ましい。
　上記透明電極上に形成される膜としては、有機膜および無機膜のいずれであってもよい
。しかしながら本発明の方法によりＶＡ型の液晶表示素子を製造する場合には、垂直配向
性を発現する膜であることが好ましく、垂直配向性を発現する有機膜であることがより好
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垂直配向性を発現しない有機膜であることがより好ましい。
　上記有機膜としては、例えばポリアミック酸、ポリイミド、ポリアミック酸エステル、
ポリエステル、ポリアミド、ポリオルガノシロキサン、セルロース誘導体、ポリアセター
ル、ポリスチレン誘導体、ポリ（スチレン－フェニルマレイミド）誘導体、ポリ（メタ）
アクリレートなどの重合体、またはこれらの混合物を主成分とする膜などを挙げることが
できる。これらのうち、ポリアミック酸、ポリイミドおよびポリオルガノシロキサンより
なる群から選択される１種以上の重合体を主成分とする膜が好ましい。なお、上記におい
てポリイミドとは、ポリアミック酸の部分イミド化物をも包含する概念である。
　上記有機膜は、任意的に光増感性成分を含有していてもよい。上記有機膜が光増感性成
分を含有することにより、有機膜の近傍における反応性メソゲンの光反応が促進されるた
め、本願が所期する効果を発現させるために必要な偏光放射線の照射量を少なくすること
ができ、好ましい。
　この光増感性成分は、光増感性構造を有する成分である。光増感性成分の有する光増感
性構造としては、例えば例えばアセトフェノン構造、ベンゾフェノン構造、アントラキノ
ン構造、ビフェニル構造、カルバゾール構造、ニトロアリール構造、フルオレン構造、ナ
フタレン構造、アントラセン構造、アクリジン構造、インドール構造などを挙げることが
できる。
　有機膜中における光増感性構造の存在割合としては、有機膜の全重量に対して、２０重
量％以下であることが好ましく、１０重量％以下であることがより好ましい。光増感性構
造は、有機膜の全重量に対して、好ましくは０．０１重量％以上、より好ましくは０．０
５重量％以上存在することにより、その所期する効果を発現することができる。
　光増感性成分は、有機膜中に遊離の化合物として存在していてもよく、あるいは有機膜
の主成分である重合体の主鎖または側鎖に結合した状態で存在していてもよい。
【００１２】
　本発明における基板上に、上記の如き有機膜を形成するには、所望の重合体および任意
的に光増感性構造を有する化合物（光増感性化合物）を含有する重合体組成物を、公知の
方法で塗布し、次いでこれを加熱する方法によることが好ましい。上記の重合体組成物と
しては、例えば液晶配向剤として市販されているものをそのまま用いるか、あるいは市販
の液晶配向剤に光増感性構造を有する化合物を配合したうえで用いることができる。
　重合体組成物に任意的に配合される光増感性化合物としては、例えば下記式（１）～（
３）
【００１３】
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【化３】

【００１４】
のそれぞれで表される化合物などを挙げることができる。
　基板上または基板の透明電極上への重合体組成物の塗布は、例えばロールコーター法、
スピンナー法、印刷法などの適宜の方法によって行うことができる。引き続いて行われる
加熱は重合体組成物の組成などによって適宜に設定されるべきである。好ましくはプレベ
ークによって塗膜中の溶媒を除去した後、ポストベークを行う。プレベーク条件は、例え
ば４０～１２０℃において０．１～５分である。ポストベークは、例えば８０～３００℃
、好ましくは１２０～２５０℃において、例えば５～２００分、好ましくは１０～１００
分行うことができる。
　形成される膜の膜厚は、１０～２，０００Åとすることが好ましく、５０～１，０００
Åｎｍとすることがより好ましく、さらに５０～７００Åとすることが好ましい。
【００１５】
＜液晶組成物＞
　本発明の方法に使用される液晶組成物は、光重合可能な反応性メソゲンと液晶とを含有
する。
　上記液晶としては、ネマチック液晶であることが好ましい。
　本発明の方法によりＶＡ型の液晶表示素子を製造する場合には、誘電異方性が負のネマ
チック液晶を使用することが好ましく、
ＶＡ型以外の液晶表示素子を製造する場合には、誘電異方性が正のネマチック液晶を使用
することが好ましい。
　上記のネマチック液晶としては、棒状ネマチック液晶および円盤状ネマチック液晶を挙
げることができ、これらのうちから選択される１種以上を使用することができる。本発明
におけるネマチック液晶としては、偏光放射線の照射によって面内レターデーションが効
率的に発生するとの観点から、棒状ネマチック液晶の１種以上を使用することが好ましい
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【００１６】
　誘電率異方性が負のネマチック液晶の市販品としては、例えばＭＬＣ－６６０８、ＭＬ
Ｃ－６６０９、ＭＬＣ－６６１０、ＭＬＣ－２０３７、ＭＬＣ－２０３８、ＭＬＣ－２０
３９（以上、メルク社製）などを；
誘電率異方性が正のネマチック液晶の市販品としては、例えばＺＬＩ－３０８６，ＺＬＩ
－４７９２，ＺＬＩ－５０８０，ＺＬＩ－５０８１，ＭＬＣ－２００１，ＭＬＣ－２００
２，ＭＬＣ－２００３，ＭＬＣ－２００４，ＭＬＣ－２０１６，ＭＬＣ－２０１７，ＭＬ
Ｃ－２０１８，ＭＬＣ－２０１９、ＭＬＣ－６２２１（以上、メルク社製）：ＬＩＸＯＮ
５０３５ＸＸ，ＬＩＸＯＮ５０３６ＸＸ，ＬＩＸＯＮ５０３７ＸＸ，ＬＩＸＯＮ５０３８
ＸＸ，ＬＩＸＯＮ５０３９ＸＸ，ＬＩＸＯＮ５０４０ＸＸ，ＬＩＸＯＮ５０４１ＸＸ，Ｌ
ＩＸＯＮ５０４３ＸＸ，ＬＩＸＯＮ５０４４ＸＸ，ＬＩＸＯＮ５０４６ＸＸ，ＬＩＸＯＮ
５０４７ＸＸ，ＬＩＸＯＮ５０４９ＸＸ，ＬＩＸＯＮ５０５０ＸＸ，ＬＩＸＯＮ５０５１
ＸＸ，ＬＩＸＯＮ５０５２ＸＸ（以上、チッソ（株）製）などを、それぞれ挙げることが
できる。
【００１７】
　上記光重合可能な反応性メソゲンとしては、光の照射によって重合可能であり、且つ分
子内に液晶類似構造を有する化合物であれば限定なく使用することができる。このような
化合物としては、重合性炭素－炭素二重結合を有する基およびエポキシ構造を有する基か
らなる群から選択される少なくとも１種の基（重合性基）と液晶類似構造とを、分子内に
各１個以上ずつ有する化合物であることができる。上記エポキシ構造としては、１，２－
エポキシ構造および１，３－エポキシ構造から選択される少なくとも１種であることが好
ましく、１，２－エポキシ構造であることがより好ましい。かかる重合性基は、分子内に
１～４個存在することが好ましく、良好な液晶配向性を発現する観点から分子内に２個存
在することがより好ましい。
　このような光重合可能な反応性メソゲンとしては、例えば下記式（Ｍ）
　　Ｐ１－Ａ１－（Ｚ－Ａ２）ｎ－Ｐ２　　　（Ｍ）
（式（Ｍ）中、Ｐ１およびＰ２は、それぞれ独立に、アクリロキシ基、メタクリロキシ基
、ビニル基もしくはビニロキシ基であるか、またはエポキシ構造を有する基であり、
Ａ１およびＡ２は、それぞれ独立に、１，４－フェニレン基またはナフタレン－２，６－
ジイル基であり、
Ｚは単結合、－ＣＯＯ－＊または－ＯＣＯ－＊（以上において「＊」を付した結合手がＡ
２と結合する）であり、
ｎは０～２の整数であり、ただしｎが２であるとき、複数存在するＡ２およびＺは、それ
ぞれ同一であっても相違していてもよい。）
で表される化合物を挙げることができる。
　上記式（Ｍ）におけるＰ１およびＰ２のエポキシ構造を有する基としては、例えばグリ
シジル基、３－グリシジロキシプロピル基、２－（３，４－エポキシシクロヘキシロキシ
）エチル基などを挙げることができる。
　上記式（Ｍ）におけるＺは単結合であることが；
ｎは０または１であることが、それぞれ好ましい。
　上記式（Ｍ）で表される化合物として、好ましくは下記式（Ｍ－１）～（Ｍ－３）
【００１８】
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【化１】

【００１９】
（式（Ｍ－１）～（Ｍ－３）中、Ｐ１およびＰ２は、それぞれ、上記式（Ｍ）におけるの
と同義である。）
のそれぞれで表される化合物を挙げることができ、これらのうちの少なくとも１種を用い
ることができる。
　上記式（Ｍ）における、Ｐ１およびＰ２としては、それぞれ、アクリロキシ基またはメ
タクリロキシ基であることが好ましい。
　さらに好ましい化合物として、下記式（Ｍ－１－１）および（Ｍ－１－２）
【００２０】

【化２】

【００２１】
のそれぞれで表される化合物を挙げることができる。
　このような光重合可能な反応性メソゲンは、液晶組成物の全量に対して、０．０１～１
重量％の範囲で使用することが好ましく、０．０１～０．５重量％の範囲で使用すること
がより好ましい。
　光重合可能な反応性メソゲンは、液晶組成物中に溶解されて含有されることが好ましい
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【００２２】
＜液晶表示素子の製造方法＞
　本発明の液晶表示素子の製造方法は、
上記の如き基板の２枚からなる基板対を、
上記の如き液晶組成物の層を介して前記基板対が相対し、ただし片面に透明電極が形成さ
れた基板は該透明電極が形成された面が前記液晶組成物の層の方向を向くように対向配置
した構成の液晶セルを形成し、そして
前記液晶セルに偏光放射線を照射する工程を経ることを特徴とする。
　このような構成の液晶セルを形成するには、例えば以下の２つの方法を挙げることがで
きる。
　第一の方法としては、間隙（セルギャップ）を介して２枚の基板を対向配置し２枚の基
板の周辺部をシール剤を用いて貼り合わせ、基板表面およびシール剤により区画されたセ
ルギャップ内に液晶組成物を注入充填した後、注入孔を封止することにより、液晶セルを
製造することができる。
　あるいは第二の方法として、２枚の基板のうちの一方の基板上の所定の場所に例えば硬
化性のシール剤を塗布し、さらに基板上の数箇所に液晶を滴下した後、他方の基板を貼り
合わせるとともに液晶を基板の全面に押し広げ、次いでシール剤を硬化することにより、
液晶セルを製造することができる。
　上記いずれの場合も、２枚の基板を対向配置する際に、片面に透明電極が形成された基
板は該透明電極が形成された面が他の基板の方向を向くように配置する。透明電極を有さ
ず、片面に膜が形成されてなる基板は、該膜が形成された面が他の基板の方向を向くよう
に配置する。また上記いずれの場合もシール剤としては、例えば硬化剤およびスペーサー
としての酸化アルミニウム球を含有するエポキシ樹脂などを用いることができる。
　液晶組成物の層の厚さとしては、２～８μｍとすることが好ましく、３～６μｍとする
ことがより好ましい。
【００２３】
　次いで、液晶セルに偏光放射線を照射する。ここで、液晶セルに電圧を印加しない状態
で前記液晶セルに偏光放射線を照射することが好ましい。
　ここで「液晶セルに電圧を印加しない状態」とは、液晶セルの透明電極間（基板対を構
成する基板の２枚ともがその片面に透明電極が形成されてなるものである場合には該２枚
の透明電極の間をいい、基板対を構成する基板のうちの１枚のみがその片面に透明電極が
形成されてなるものである場合には、該基板の片面上に形成された一対の櫛歯状透明電極
の間をいう。）に実質的に電圧がかかっていない状態であれば足り、ごくわずかの電圧の
印加も禁止されるとの趣旨ではない。両透明電極間に直流または交流の例えば５００ｍＶ
以下、好ましくは１００ｍＶ以下、より好ましくは１０ｍＶ以下、特に好ましくは１ｍＶ
以下の電圧が印加されている場合であっても、「液晶セルに電圧を印加しない状態」に該
当するものと理解されるべきである。
　上記偏光放射線としては、例えば偏光された可視光線、紫外線、遠紫外線、電子線、Ｘ
線などを挙げることができるが、波長が１５０～８００ｎｍの範囲にある偏光放射線が好
ましく、波長が２４０～５００ｎｍの範囲にある偏光放射線がより好ましく、特に波長２
８０～３５０ｎｍの輝線を含む偏光紫外線であることが好ましい。偏光放射線の偏光とし
ては、例えば直線偏光、円偏光などを挙げることができるが、直線偏光であることが好ま
しい。上記偏光放射線を放射する光源としては、例えば低圧水銀ランプ、高圧水銀ランプ
、重水素ランプ、メタルハライドランプ、アルゴン共鳴ランプ、キセノンランプ、エキシ
マーレーザーなどを使用することができる。
【００２４】
　液晶セルに偏光放射線を照射する方向としては、基板面に対して斜めに照射することが
好ましく、基板面に対して３０～６０°の角度をなす方向から照射することが好ましい。
　偏光放射線の照射量は、０．０１～５０Ｊ／ｃｍ２とすることが好ましく、０．１～２
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０Ｊ／ｃｍ２とすることがより好ましい。ここで、液晶セルにおける有機膜が光増感性成
分を含有するものである場合には、偏光照射線の照射量を１５Ｊ／ｃｍ２以下、さらには
１２Ｊ／ｃｍ２以下としても本願が所期する効果を十分に発現することができる。
　液晶セルに対する偏光放射線の照射は、液晶組成物に含有される液晶の等方化温度未満
の温度において行うことが好ましい。照射温度としては、２０～６０℃であることが好ま
しく、より好ましくは２５～５０℃である。
　そして、放射線照射後の液晶セルの両面に偏光板を配置することにより、液晶表示素子
を得ることができる。本発明の液晶表示素子には、偏光板の他に、波長板、光散乱フィル
ム、駆動回路などがさらに実装されてもよい。
【００２５】
＜液晶表示素子＞
　上記のようにして製造された液晶表示素子は、後述の実施例から明らかなように電気特
性に優れ、簡単な電極構造をとった場合であっても液晶配向性に優れ、広い視野角と高い
輝度とが両立されたものである。
　本発明の方法によって製造された液晶表示素子が液晶配向規制力を発現する機構は未だ
詳らかではないが、本発明者らはこれを以下のように推察している。すなわち、本発明の
方法に用いる反応性メソゲンは光の吸収に異方性を有しているため、偏光紫外線を照射す
ることによってこの反応性メソゲンが異方的に重合し、該反応性メソゲンの重合体のうち
の基板の近傍にあるものが液晶配向規制力を発現するのであろう。
　かかる本発明の液晶表示素子は、各種の装置、例えば液晶テレビに代表される動画表示
装置などに好適に用いることができる。
【実施例】
【００２６】
＜液晶表示素子の製造および評価＞
実施例１
［液晶組成物の調製］
　ネガ型液晶（メルク社製、品名「ＭＬＣ－６６０８」）９９．７重量部に上記式（Ｍ－
１－１）で表される化合物０．３重量部を混合して溶解することにより、液晶組成物を調
製した。
［液晶表示素子の製造］
　ＩＴＯ膜からなる透明電極付きガラス基板の透明電極面上に、液晶配向剤として市販の
「ＡＬ６０１０１」（ＪＳＲ（株）製）をスピンナーを用いて塗布し、８０℃のホットプ
レートで１分間プレベークを行った後、庫内を窒素置換したオーブン中で２００℃で１時
間ポストベークして膜厚０．１μｍの有機膜を形成した。同じ操作を繰り返して、片面に
透明電極および有機膜をこの順で有する基板を一対（２枚）得た。
　上記基板のうちの１枚の有機膜を有する面の外周に、直径５．５μｍの酸化アルミニウ
ム球入りエポキシ樹脂接着剤をスクリーン印刷により塗布した後、一対の基板の各有機膜
面が対向するように両基板を配置して圧着し、１５０℃で１時間かけて接着剤を熱硬化し
た。次いで、液晶注入口より両基板の間隙に、上記で調製した液晶組成物を注入し、エポ
キシ系接着剤で注入口を封止した後、液晶組成物注入時の流動配向を除くためこれを１５
０℃で加熱してから室温まで徐冷して液晶セルを形成した。
　次いで上記で得た液晶セルに、高圧水銀ランプを光源とする直線偏光の紫外線を、基板
面に対して４５°の方向から、直線偏光の偏光面が紫外線の入反射面（入射方向のベクト
ルと反射方向のベクトルとによって規定される面）と一致するように、且つ波長３１３ｎ
ｍにおける照射量が２０Ｊ／ｃｍ２となるように照射し、さらに液晶セルの外側両面に、
２枚の偏光板を、それらの偏光方向が互いに直交し、且つ照射した紫外線の入射方向を基
板面に投影した方向といずれも４５°の角度をなすように貼り合わせることにより、液晶
表示素子を製造した。
　この液晶表示素子につき、以下のようにして評価を行った。
【００２７】
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［液晶表示素子の評価］
（１）液晶配向性の評価
　上記で製造した液晶表示素子に、５Ｖの電圧をＯＮ・ＯＦＦ（印加・解除）したときの
明暗の変化における異常ドメインの有無を目視により観察した。
　電圧ＯＦＦ時にセルから光漏れが観察されず、且つ電圧印加時にセル駆動領域が白表示
、それ以外の領域から光漏れがない場合を液晶配向性「良」とし、電圧ＯＦＦ時にセルか
ら光漏れが観察されるかまたは電圧ＯＮ時にセル駆動領域以外の領域から光漏れが観察さ
れた場合を液晶配向性「不良」として評価したところ、この液晶表示素子の液晶配向性は
「良」であった。
（２）電圧保持率の評価
　上記で製造した液晶表示素子に、６０℃において５Ｖの電圧を６０マイクロ秒の印加時
間、１６７ミリ秒のスパンで印加した後、印加解除から１６７ミリ秒後の電圧保持率を測
定した。電圧保持率の測定装置は（株）東陽テクニカ製、型式「ＶＨＲ－１」を使用した
。
　電圧保持率が９８％以上の場合を電圧保持率「良」、９８％未満の場合を「不良」とし
て評価したところ、この液晶表示素子の電圧保持率は「良」であった。
【００２８】
実施例２
　ネガ型液晶（メルク社製、品名「ＭＬＣ－６６０８」）９９．７重量部に上記式（Ｍ－
１－２）で表される化合物０．３重量部を混合することにより、液晶組成物を調製した。
　この液晶組成物を用いたほかは、実施例１と同様にして液晶表示素子を製造して評価し
たところ、この液晶表示素子の液晶配向性は「良」、電圧保持率は「良」であった。
　上記実施例１および２で製造した液晶表示素子は、それぞれ良好な液晶配向性を示して
おり、視野角特性も良好であった。この液晶表示素子は、液晶の配向方向を決定するため
に複雑な形状の電極の使用を要しないから、特許文献２および３に記載された液晶表示素
子に比べて極めて安価に製造できる。また、基板上または透明電極上に突起物の形成を要
しないから、ＭＶＡ方式の液晶表示素子と比較して輝度が高くなっている。さらに、製造
工程における紫外線の照射によっても液晶表示素子の電気特性が損なわれていないことが
確認された。
【００２９】
実施例３
　上記実施例１において、液晶配向剤として市販の「ＡＬ６０１０１」に上記式（１）で
表される化合物を固形分対比で０．１重量％添加したものを使用し、偏光照射線の照射量
を１０Ｊ／ｃｍ２とした以外は実施例１と同様に実施して、液晶表示素子を製造して評価
したところ、この液晶表示素子の液晶配向性は「良」、電圧保持率は「良」であった。
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摘要(译)

要解决的问题：提供一种制造液晶显示装置的方法，该方法虽然电极结
构简单，并且具有特别优异的液晶取向性和电特性，但实现了宽视角和
高亮度。解决方案：该方法包括形成具有以下配置的液晶单元并用偏振
辐射照射液晶单元的步骤。液晶盒包括一对包括两个基板的基板，其中
至少一个基板具有形成在一个表面上的透明电极，通过包含可光聚合反
应性液晶元和液体的液晶组合物层彼此相对设置。在具有形成在一个表
面上的透明电极的基板的条件下，使得形成透明电极的表面朝向液晶组
合物层的方向。
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